
 

平成 24年度統計法施行状況報告の事項別進捗状況 

（ビジネスレジスターの構築・利活用部分） 

資料１





Ｎｏ 項　　　目 担当府省 実施時期
昨年度の
統計委員
会の評価

実施済・
実施予定
等の別

審議に当たって、共通的な視点等を勘案して確認・留意すべき点等

34 第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(2) ビジネスレジ
スターの構築・利
活用
ア 母集団情報
の的確な整備

○ 　経済センサス‐活動調査の中間年に当たる平成26年に、事業
所に関する属性情報、企業の親子関係を的確にとらえ、本社と
支社の組織的な連携関係を明らかにする経済センサス‐基礎調
査を引き続き実施するため所要の準備を行う。

総務省 平成25年度ま
でに所要の準
備を実施する。

○

○

　平成24年９月に試験調査を実施し、調査結果の分析及び評価を
行った。また、地方公共団体との検討会（２回）や経済センサス‐基
礎調査に関する研究会（１回）において、本調査の実施計画策定に
向けた検討を行った。
　上記の検討結果等を踏まえ、平成26年経済センサス‐基礎調査
の実施計画案を作成し、「経済センサス‐基礎調査の変更」につい
て、平成25年３月28日に統計委員会へ諮問した。

実施予定

35 ○ 　法人企業の母集団情報の整備を行うため、往復郵便等による
業種名、従業者数、事業所数等の照会を定期的に実施する。

総務省 平成21年度か
ら実施する。

次年度以
降の審議
対象とす
る。

○

○

○

○

※平成23年度に以下の取組を実施した。
　平成21年７月以降に商業・法人登記簿に新設登記した法人に対
して、当該法人の主な事業の内容や従業者数等について、平成21
年11月から郵送による照会を定期的に実施しており、平成23年度
においても年４回の照会業務を引き続き実施した。
　労働保険情報の照会対象と重複が想定されることを踏まえ、照会
業務の見直しを実施した。
※上記取組を受けた平成24年度の対応
　平成21年７月以降に商業・法人登記簿に新設登記した法人に対
して、当該法人の主な事業の内容や従業者数等について、平成21
年11月から郵送による照会を定期的に実施しており、平成24年度
においても照会業務を引き続き実施した。
　上記照会業務について、労働保険情報の照会対象と重複するこ
とを踏まえ、照会業務について、年４回から年１回の周期として実施
する見直しを行い、労働保険情報に基づく既照会済み対象を除外
した上で、実施した。

実施済

36 ○ 　厚生労働省の協力を得て、雇用保険適用事業所設置届及び
労働保険保険関係成立届から事業所等の新設、廃止等を把握
することについて検討する。

総務省 平成22年から
検討する。

○

○

　労働保険情報に基づく毎月照会を平成24年５月より、本格的に開
始した。
　また、当該情報及び商業・法人登記簿情報に基づく照会結果の
活用に関するスキームを構築した。
　なお、平成25年１月以降、順次、データの記録ができるよう所要の
準備を進めている。

実施済

37 イ  ビジネスレジ
スターの充実と
拡張

○ 　工業統計調査の出荷額等、全数調査の調査結果の他、一定
規模以上の企業に関する法人企業統計調査の売上高等の主要
な経理情報をビジネスレジスターの情報源として利用することに
ついて、関係府省との検討を開始する。

総務省 平成21年度か
ら検討する。

○ 　平成23年３月に策定した整備方針に基づき、優先的に記録する
統計調査結果（各府省で実施している21の統計調査）については、
各種行政記録情報（労働保険情報、商業・法人登記簿情報、
EDINET情報）と併せて、毎年度整備・提供する最新の母集団情報
に活用することとした。
   なお、平成25年１月以降、順次、データの記録ができるよう所要
の準備を進めている。

実施済 ○ ビジネスレジスター収録データによる統計の作成・提供等更なる取
組の充実・展開を検討すべきではないか。
○ 更なるビジネスレジスターの整備のあり方を検討すべきではない
か。

第２　公的統計の整備に監視総合的かつ計画的に講ずべき施策
２ 統計相互の整合性及び国際比較可能性の確保・向上に関する事項
(2) ビジネスレジスターの構築・利活用

【別表】（平成２４年度　統計法施行状況報告）

具体的な措置、方策等 平成24年度中の検討状況又は進捗状況
平成25年度中の見込

み、課題等

【本文】 【今後の施策の方向性についての基本的な考え方】
　（平成23年度統計法施行状況に関する審議結果報告）ア　現状・課題等 イ　取組の方向性

　ビジネスレジスター注５は、各種統計調査のための母集団情報を提供するのみならず、各種統計調査結果
及び行政記録情報を登録することにより、新たな統計を作成する目的も有している。
　正確に更新された母集団情報の整備は、限られた統計リソースの下で、精度が高い一次統計を作成するた
めには欠かせないものである。ビジネスレジスターの主たる情報源は、経済センサスを中心とした各種統計調
査結果と行政記録情報である。ビジネスレジスターが提供する母集団情報は、経済センサスの名簿情報となる
ことから、経済センサスを適切かつ効率的に実施するため、事業所及び企業の新設・廃止等の異動情報を適
時に把握し、母集団情報を経常的に整備・更新する必要がある。
　また、ビジネスレジスターは、経済センサスを始めとする各種全数調査の結果を収録することに加え、各種行
政記録情報を事業所及び企業の識別番号と結合させて活用すること等が可能となれば、有効な統計の作成
に活用することができる。

　母集団情報の的確な整備のため、経済センサス‐活動調査の中間年に当たる平成26年に、事業
所に関する属性情報や企業の親子関係等を的確にとらえる経済センサス‐基礎調査を実施する。
また、登記情報を用いた法人企業の母集団情報の整備においては、登記情報では把握できない
業種名、従業者数、事業所数等の情報を往復郵便で照会すること等を通じて、母集団情報の維
持・更新の精度向上を図る。さらに、行政記録情報の活用については、雇用保険適用事業所設置
届及び労働保険保険関係成立届を用いたビジネスレジスターの維持・更新について検討する。
　一方、ビジネスレジスターと各種統計調査や行政記録情報との結合による活用に関しては、ＥＤＩ
ＮＥＴ注６情報や産業財産権の企業出願人の情報等をビジネスレジスターに取り込むことについて
検討する。なお、貿易に関する情報についても、どのような有用性が得られるかについて検討を開
始する。

○　総務省は、平成25年以降に予定されている正式運用に向けて、引き続き関係府省と密接に連携しな
がら、以下に掲げる施策を計画的に推進する必要がある。また、施策の推進に当たっては、関係府省の
積極的な協力が必要である。
（ⅰ）より正確な母集団情報の整備
・行政記録情報の持つ特性や制約等に留意しながら、企業組織の的確な確認等を効率的・効果的に実
施。
（ⅱ）各統計調査における共通事業所・企業コードの保持
・各府省の統計調査結果における共通事業所・企業コードの保持を推進するため、その保持状況を把
握。
・共通事業所・企業コードが保持されていない統計調査結果については、今後の統計調査において保持
されるよう、所管する府省に必要な調整・サポートを実施。
（ⅲ）ビジネスレジスター統計の作成・充実
・ビジネスレジスターの記録情報を活用した統計として、どのような集計が可能かについて検討。

○ 経済センサス-基礎調査との関係を整理すべきではないか。
○ 経済社会の変化を的確に捉えるため、データの保全には十分に注
意した上で、学界によるビジネスレジスター・ミクロデータの二次利用の
可能性を検討する必要がある。
○ 経済統計の根幹である経済センサスについて、これまで平成
18年３月の「経済センサスの枠組みについて」に基づいて行ってき
たわけですが、活動調査については明記されている（平成23年度の
調査を初回として５年ごとに行う）ものの、基礎調査については曖昧
なままです。ビジネス・レジスターの整備及び基本計画との関係を
明確にすべきではないか。

平成26年の実施に向
けて準備を進めてい
る。

－

－

－
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Ｎｏ 項　　　目 担当府省 実施時期
昨年度の
統計委員
会の評価

実施済・
実施予定
等の別

審議に当たって、共通的な視点等を勘案して確認・留意すべき点等具体的な措置、方策等 平成24年度中の検討状況又は進捗状況
平成25年度中の見込

み、課題等

38 第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(2) ビジネスレジ
スターの構築・利
活用
イ  ビジネスレジ
スターの充実と
拡張

○ 　ＥＤＩＮＥＴ情報をビジネスレジスターに収納することを検討す
る。併せて、ＥＤＩＮＥＴ情報とビジネスレジスターの情報を法人企
業統計に活用する具体的方策を検討する。

総務省、財
務省

平成21年度か
ら検討する。

○

○

　ＥＤＩＮＥＴ情報については、企業ごとに有価証券報告書に記載さ
れている財務諸表の科目が相違しており、全ての科目についてビ
ジネスレジスターへデータの記録をするには相当の作業量が発生
することが判明した。
　このことから、従業員数、売上高、総費用、売上原価、資本金など
経済センサスと共通する項目についてはビジネスレジスターに記録
することとした。
　なお、平成25年１月以降、順次、データの記録ができるよう所要の
準備を進めている。【総務省】
　総務省と打ち合わせを行い、ビジネスレジスターへの記録状況、
記録項目、提供時期等について確認を行った。
　その結果、ビジネスレジスターに記録されたＥＤＩＮＥＴ情報を、法
人企業統計に可能な範囲で活用することとした。【財務省】

実施済

39 ○ 　特許庁の協力を得て、産業財産権の企業出願人の名称及び
所在地と企業の登記情報との照合作業を行い、ビジネスレジス
ターに両者の照合情報を収納する。

総務省 平成21年度か
ら検討を開始
し、速やかに実
施する。

○ 　整備方針に基づき、平成25年１月以降、知的財産活動調査（特
許庁）の対象となる企業出願人の情報に対して継続的に照合作業
を実施し、知的財産活動調査結果名簿に対して、共通事業所コー
ドを付与することで対応することとした。

実施済

40 ○ 　事業所・企業識別番号と「日本輸出入者標準コード（ＪＡＳＴＰＲ
Ｏコード）」（輸出入申告書、蔵入承認申請書、積戻し申告書等
に記載されている輸出入者に対応したコード）の照合を行うに当
たり、費用対効果を考慮しつつ、どのような有用性が得られるか
について検討を開始する。

総務省 平成21年度か
ら検討する。

実施済は
妥当。

○ 　日本輸出入者標準コード情報については、名称・所在地・コード
のみの保有であり、海外取引実績等について把握できないことが
判明したため、有用性は得られないという結論に至った。

実施済

60 ○ 　知的財産に係る統計の高度利用を目指して、所管する知的財
産活動に係る統計を有効に活用するために、速やかにビジネス
レジスターの企業情報と産業財産権の企業出願人情報を照合す
る。それを踏まえて、明らかになった未照合情報についても、い
かなる対応が今後必要かについて、速やかに協議を開始する。

総務省、特
許庁

平成23年度ま
でに結論を得
る。

次年度以
降の審議
対象とす
る。

○
※平成23年度に以下の取組を実施した。
　ビジネスレジスターの企業情報（名称、所在地）と産業財産権の企
業出願人情報（申請人氏名、申請人住所）の照合結果を基に、平
成23年９月に協議。未照合情報については、特許庁にて未照合の
状況を確認し、両省庁で対応を検討した結果、照合された情報を
基に企業出願人の共通事業所コード対応表を作成し、特許庁が管
理することとし、未照合情報については、ビジネスレジスターによっ
て継続的に照合を実施することとした。

実施済

61 ○ 　平成27年時点で、企業グループの知的財産活動に係る統計
データと５年から６年度分の財務データを同時に利用することが
可能となるよう、企業グループの知的財産活動の分析を可能とす
る統計データの速やかな構築に向けて必要な取組等を検討す
る。

総務省、経
済産業省

平成24年度ま
でに結論を得
る。

○ 　企業グループの知的財産活動の分析を可能とする統計データの
構築に向けて必要な取組等について、総務省及び経済産業省で
検討した結果、科学技術研究調査及び経済産業省企業活動基本
調査から得られる知的財産活動データ、法人企業統計調査及び
EDINET情報から得られる財務データについて、経済センサス‐基
礎調査から得られる企業グループ情報及び共通事業所コードを用
いて相互に活用することで、分析が可能になるとの結論を得た。

実施済

100 (8) 企業活動の
変化や働き方の
多様化等に対応
した労働統計の
整備

○ 　経済産業省と協力して、ビジネスレジスターの整備を待って、毎
月勤労統計調査や賃金構造基本統計調査と、工業統計表等と
の結合を図るため、共通符号を持たせること等の措置を講じる。

厚生労働
省

ビジネスレジス
ターの整備状
況を踏まえ、速
やかに実施す
る。

○ 　平成25年1月よりビジネスレジスター（事業所母集団データベース
システム）の運用が開始されたことから、順次、共通事業所コードの
付与及び保持を行う。

実施済

注）斜体部分は、平成23年度統計法施行状況報告において報告された内容

－

－

３　社会的・政策
的なニーズの変
化に応じた統計
の整備に関する
事項
(1) サービス活動
に係る統計の整
備
イ 知的財産活動
に関する統計の
整備

－

－

－
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